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総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会 

発電コスト検証ワーキンググループ（第２回会合） 

 

日時 令和６年８月 16 日（金）10：00～11：32 

場所 ｔｅａｍｓによるオンライン開催 

 

１．開会 

 

○秋元座長 

 総合資源エネルギー調査会基本政策分科会発電コスト検証ワーキンググループを開催い

たします。 

 本会合は、総合資源エネルギー調査会基本政策分科会の下に設置されています発電コス

ト検証ワーキンググループ第２回となります。本日から各電源毎の議論に入っていきます。

第２回でございますけれども、総論について、まずご議論をいただいた後、再生可能エネル

ギー、コージェネレーション、燃料電池について扱う予定でございます。 

 本日の分科会でございますけれども、台風の影響もございましてオンライン開催とさせ

ていただきます。また、議事の公開ですが、本日の会議はＹｏｕＴｕｂｅの経産省チャンネ

ルで生放送させていただきます。 

 

２．議事 

 再生可能エネルギーに関する論点等 

 

○秋元座長 

 それでは議事に入りたいと思います。事務局から資料１のご説明をお願いいたします。 

○植田需要政策室長 

 ありがとうございます。それでは、資料１からご説明させていただきます。 

 まず資料１ですけれども、右下２ページ、お願いいたします。今回、発電コストの検証の

意義というものを、改めて前回の議論を踏まえて整理させていただいたものがこちらでご

ざいます。その上で、目的としては各電源のコスト面での特徴や構造を明らかにし、どの電

源に政策の力点を置き、どうバランスを取るかなど、エネルギー基本計画の参考材料を示す

ために行うものという形で改めて整理させていただいているという形になってございます。 

 モデルプラント方式の試算においては、立地制約等を考慮せず、計画から稼働までの期間、

建設期間等についても勘案しない特徴を持っているということを改めて書かせていただい

ています。 

 右下３ページ目からは今回討議いただく内容です。幾つか論点ございまして、まず一つ目

は、試算の対象年度でございます。前回の議論でも一部出ておりましたけれども、ＧＸ2040
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を政府のほうで一体的に検討しているということもございまして、エネルギー基本計画の

機能の中でもＧＸ2040 と連動してやっていくという形で、基本政策分科会の方でも議論さ

れているということがございます。こちらを踏まえまして、今回の検証では最新年度となる

2023 年と 2040 年について、コストを検証すべくやっていただいてまず進めてはどうかとい

うところが１点目でございます。 

 また、２点目でございますけれども、こちらも前回の議論を改めて整理させていただいた

ものになってございます。対象電源について、技術や発電に関する費用について一定の予見

性を持ち、蓋然性の高い試算を行うことができるかどうかを、基本的な考え方として採用し

てはどうかというところです。具体的な電源については、再生可能エネルギーの部分でも、

各パートの部分でも、具体的に議論いただければと考えておりますけれども、まずは前回検

証に着手いただいた水素・アンモニア・ＣＣＳなどについて前回の 2021 年時の検証を深め

るというのが一つの考え方でございますし、新たな電源についても検討を深めていくよう

な形でご議論いただいてはどうかというのが、こちらの右下３ページ目でございます。 

 その次、右下４ページ目でございます。こちらも前回の議論で少し頭出しがされていた部

分でございますけれども、設備利用率についてでございます。設備利用率について、火力に

ついて特にですけれども、再生可能エネルギーの導入拡大に伴い、調整力として実際には運

用が使われているということが出てきております。この中で設備利用率についても、実際に

は調整力として使う中で低下しているということが生じております。その一方で、このコス

ト検証におきましては、技術的特性を主として設備利用率について設定してきたというこ

ともございますので、各電源間の比較をしやすくするという観点と、既存の検討結果との継

続性を踏まえまして、設備利用率について、あくまで技術的特性を主として設定してはどう

かというところが、この右下４ページ目でございます。 

 さらに右下５ページ目でございますけれども、次は割引率です。割引率については、基本

的には過去の議論ですとか、他の政府の審議会の検討でも、基本的には実質金利を参照しな

がら議論いただくということかと考えております。実質金利の動向については、各種資料、

事務局のほうでも確認させていただきましたけれども、基本的には実質金利は長期も短期

も、引き続きマイナス圏内で推移しているということと、一部上昇の動きも見えなくはない

ということかとは認識しておりますけれども、ただ、上がってきているという判断をするほ

ど上昇が顕著ではないということかなと認識しております。そうしたことも踏まえまして、

割引率については、前回との比較の観点も含めまして、前回の３％というのを維持した上で、

ただ、今後の動向ということもございますので、その上で電源ごとに割引率を変更して試算

できるツールというのも、これまでも提供したものでございますけれども、引き続き提供し

てはどうかというのがこちらでございます。 

 最後、右下６ページ目になっております。次は、為替レートでございます。為替レートに

ついては、これまで直近の年の平均のレートを使っているという形で過去の検証も進めて

きていただいておりまして、こちら最新の数字という形で見直しますと、2023 年は平均で
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141 円程度となってございます。基本的にはメインシナリオとしてこの数字を使っていただ

くという形で考えてみてはどうかというのが、こちらでございます。ただ、為替変動、昨今

特に変動の大きなところでございますので、こちらも割引率と同様に、為替水準を変更して

試算できるツールも同時に提供してはどうかということでございます。 

 それで、最後の部分でございますけれども、試算の前提とか根拠というのは、あくまで現

在の予測という形になっておりますので、透明性のある形で可能な限り情報を背景と共に

公開してはどうかというのがこちらの部分でございます。 

 資料１の説明については、以上でございます。 

○秋元座長 

 資料１について、ただいまご説明をいただきました。それでは、ただいまの内容について

ご発言ご希望の方は、Ｔｅａｍｓのチャット機能にてご発言希望の旨をお知らせください。

順に当てさせていただきますので、よろしくお願いいたします。 

 いかがでしょうか。それではまず松尾委員、よろしくお願いいたします。 

○松尾委員 

 ご説明いただいた中でも、基本的な方針としては全く異存がないところであるというこ

とをまずお伝えした上で、ちょっと細かいところですね。幾つか申し上げたいと思うんです

が、まず２ページ目のところに、建設期間について書いてありますけども、これ若干、その

認識が必要だと思っていまして、計画からプラントの建設開始までの期間というのは、それ

はサイト・スペシフィックであまり影響しないんですが、実は建設を開始してから、例えば

原子力であれば５年とか、それ以上かかるわけなんですが、その期間というのは本来であれ

ば建設中利子がかかってくるので、ちゃんと考える必要が、本来であればあるところを捨象

しているというふうに思っています。これは前回からそうなので別に変えろというわけで

はないのですが、例えば原子力発電で５年以上かかるというのは、サイト・スペシフィック

なものではなくて一般的なことなので、本来であれば考えるべきところを捨象していると

いう理解かなというふうに思っているというところが１点です。 

 それから、次の３ページ目ですけれども、今回、浮体式とかペロブスカイト、これを入れ

ていて非常によかったと思っていまして、ぜひお願いしたいというふうに思っています。や

はり、前回申し上げましたように、従来の確実性の高いものとそれから予測的な、不確実性

の高いものを、やはりそれなりに分けて示すというか、違いがちゃんとあるということを説

明すると。前回も安定電源と変動性再エネで分ける必要があるというふうに申し上げまし

たが、やっぱり分けるべきものはちゃんと分けて示すということが重要であると。その上で、

いろんなものを示していくのはよいことであろうというふうに考えているというところで

す。 

 それから、５ページ目ですけれども、割引率も全く異存ないんですが、実質３％、名目と

実質ってやはり混乱されがちなので、ちゃんと実質と書いていただいているのでよいこと

だと思いますが、ということがあるのと。それから、これも私の理解では前回までもそうだ
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ったと思うんですが、割引率は基本的には設定できない値なので、別に３％が正しいという

ふうに我々としてコミットしているわけでは決してなくて、いろんな割引率があり得るの

で、いろんな割引率を計算し得るようにした上で、あくまでも示すときには仮に３％で示し

ているという認識だというふうに思っていますので、具体的に３％で示すということでは、

全く異存ないんですけれども、その辺が考え方としてはそうかなというふうに思っている

ということです。その上で、やはり外国のコスト試算では、３％よりももっと高い割引率で

示されることが多いので、そういったことも踏まえて、今後見ていく必要があるというふう

に思いますが、取りあえず３％で示すということでよろしいのではないかというふうに思

うところです。 

 以上３点です。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。それでは、続きまして増井委員、よろしくお願いします。 

○増井委員 

 おはようございます。発言の機会いただきまして、ありがとうございました。また、前回

参加が間に合わずに、大変失礼いたしました。 

 私も、この資料１につきましては賛成といいますか、書かれている内容でいいかと思いま

す。特にツールの提供というところにつきましては、ぜひ今回も提供していただきたいと思

っています。先ほど割引率のお話、松尾委員からもありましたし、為替レート、なかなかこ

の辺りは評価が難しいということもありますので、そういったところを独自に変えて、実際

それぞれユーザーが試算してみるということも重要ではないかなと思いますので、このツ

ールの提供というのは、ぜひお願いしたいと思います。 

 １点、設備費用のところなんですけれども、物によりましては海外から調達しているとい

うものもあるかと思います。そういった場合に、為替レートの影響というのは結構効いてく

るのではないかなと思うんですが、どういう形でこの設備費用を想定するのかという、ちょ

っとこの辺は各論になっちゃうかもしれませんが、そういったところも少し検討する必要

があるのかなと思っています。 

 以上になります。ありがとうございました。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。それでは、続きまして荻本委員、よろしくお願いいたします。 

 荻本委員、聞こえますか。 

○荻本委員 

 すみません、ミュートになっていました。ありがとうございます。 

 それでは、まず松尾委員からも発言ありました建中利子ということについて、プロジェク

トの計画においては、運開したときの帳簿の費用というような概念でモデル化して算出す

るということが行われています。もう過去からの経緯のある話なので、それをぜひやってく

れということではないんですけれども、それを仮にやらないとすると、実質的な費用が抜け
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ているというようなことがあり得ると。むしろ建設期間の長いプラントについては抜けて

しまうということになりますので、その影響、またはその考え方について整理をしていただ

ければよりよいかなというふうに思いました。 

 あとは、実質金利について、海外、ＩＥＡの数字は具体的に出していただいているんです

けれども、各国がどういう数字を使っているかということについても、情報として出してい

ただけるといいかなと思っております。特に、コロナの後に経済の成長が見られる国が多い

というようなこともあります。ということで、割と新しい検討でどういう扱いをしているか

というのはちょっと気になるところでございます。 

 それと試算結果の示し方で、諸元のデータを直前の実績値に補正すると書いてあるんで

すけれども、これ、Ｎ回この検討が続くかどうかはちょっと別として、今回やったものは、

前回のベースに合わせて表示をするのか。または、もし次回があるとすると、次回は今回に

合わせた表示をするのか、ちょっと意図が分からないところがありましたので、どのように

お考えかということと、その理由ということをお示しいただければと思います。 

 以上です。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。それでは、続きまして原田委員、よろしくお願いいたします。 

○原田委員 

 おはようございます。発言の機会、ありがとうございます。 

 割引率については、皆様方がおっしゃっているとおりで、私も３というのがアブソリュー

トな数字ではないということ前提で議論を進めていただいて、ツールをきちんとご用意い

ただくということであればいいと思います。本来リスクは、発電設備ごとに本来のリスクと

いうのは変わってくるはずなので、そこの調整ができる余地があれば、３ということで異論

は全くございません。 

 為替については、ちょっと 2020 年の時点、それからこの直近の時点というのが、非常に

１年間のボラティリティが高かった年だというふうに認識しております。2020 年はコロナ

禍のリスク先行のドル売りなどが見られた年でもありますし、直近ではご存じのとおり、日

米金利差による、相当為替が動いていますので、考え方としては単年度の平均を取るという

ものもありますけれども、例えば複数年度、過去５年とか、そういったものを取って、その

平均を出すという考え方もあるかなと思います。こちらも前回との整合性もありますので、

どういう考え方をするかということですが、ちょっと今年の場合は、去年から非常に変動が

大きいなというふうに、そこは懸念しているところでございます。 

 以上です。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。それでは、続きまして高村委員、よろしくお願いします。 

○高村委員 

 ありがとうございます。３点申し上げたいと思います。 
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 一つは、スライドの３のところで、前回発言させていただいたところに関わるところです

けれども、今回の検証で 2023 年と 40 年の発電コスト試算をするべく検証を進めたらどう

かと。基本的にまずこういう形で検証を進めていくということについては、異論はございま

せん。前回の発言の趣旨でもあるんですが、35 年の温暖化目標を国として決めていかなけ

ればならないだろうときに、何らかの根拠がなくてよいのかということが基本的な問題意

識でしたので、その点については改めて発言をさせていただきたいと思います。ここでの議

論というよりは、場合によっては別の場での議論かもしれませんけれども、その点について、

まず１点申し上げたいと思います。 

 それから、２点目でありますけれども、統合コストについてしっかり検証していくという

趣旨の記載をいただいているかと思います。その点については、前回の議論でもありました

ように、ぜひお願いをしたいと思います。それぞれの電源にどのように帰属させていくかと

いう点についての手法等も、必ずしも統一した、あるいは確立したものではないと思います

が、少なくとも政策的なインプリケーションとして、システム転換を図っていくためのコス

トをいかに軽減していくか。あるいは柔軟性のある電力システム、エネルギーシステムを作

っていくかというところに示唆を与えるという意味で、前回も荻本先生や松尾先生からも

ご指摘もあったと思いますが、様々なやはり手法があると思い、系統統合していく手法とい

うのはあると思いますので、そうしたものがしっかり考慮された形でのご提案をいただく

ことを期待をしております。 

 それから、３点目はもう既に松尾先生、荻本先生おっしゃった点で、スライド２の建設期

間のところでしたので、本来かかるコストについて、今回、前回もそうですけれども、もし

入れないとすればその入れない理由というものをしっかり示す必要があると思いますし、

本来はそこに、特に建設期間の長い電源に関してということになろうかと思いますが、本来

は含めていくべきコストではないかというふうに思っております。 

 以上です。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。それでは、続きまして又吉委員、よろしくお願いします。 

○又吉委員 

 ご説明いただきありがとうございました。私も検証の意義、対象年度、対象電源、設備利

用率、試算結果の示し方、いずれも異論はございません。既にご発言がありましたが、１点

だけちょっと、割引率、為替レートについて発言させていただければと思います。 

 前回会合にて、円安とかインフレ等に関しましては、より実態に近い試算を目指す必要性

に言及させていただきました。資本調達コスト、為替共に、足元ではボラタイルな動きがあ

る点を考慮しますと、実質３％及び 23 年平均値を使用するべきか否かを判断するのが非常

に悩ましいのですが、前回検証との比較可能性及び水準を変更して試算可能なツールを同

時提供するという点を踏まえまして、今回の案に賛同したいと思ってございます。 

 以上です。ありがとうございます。 



7 

○秋元座長 

 ありがとうございました。それでは松村委員、よろしくお願いいたします。 

○松村委員 

 事務局の提案、全て合理的だと思いますので支持します。計画から稼働までの期間につい

て発言が相次いでいて、全くもっともな指摘だとは思います。サイト・スペシフィックでな

い期間を考慮する余地はあるのかと思います。それから、これはこのワーキングの使命では

ないのかもしれないのですが、期間がどれぐらいあるのかということ自体も、とても重要な

情報のはず。フレキシブルに対応できるものなのか、フレキシブルに対応できないものなの

か自体も、情報価値というのがあると思います。 

 さらに、逆に建設期間が長いものであるとするならば、ある種の長いコミットメントが必

要だとかというような、そういういろんな要素で、とても重要な情報だと思いますので、こ

れについては別途、もし可能であれば、サイト・スペシフィックでない部分、例えば最低限

かかるであろうと予想されるような期間を出すことは、どこかで出す意義があるのではな

いかと思います。 

 次に為替レートです。今回の提案はとても合理的だと思いますので支持します。もしこれ

で実態に合わないと言うのであれば、理論的には毎年毎年の予想される為替レートは出す

ことができます、経済学的には。現在の為替レートと金利差、それぞれの期間の満期の違う、

例えば国債でそろえて利子率の差から、将来予測されていると思われる為替レートは、順次、

全ての年限で計算することはできます。少なくとも円ドルレートであれば、信頼できる債券

の期間が存在している限りにおいて計算することができる。2040 年とかというのであれば、

2040 年までの各年の想定為替レートは計算できると思います。ただ、各年各年に違う為替

レートを設定することが、どれぐらい意味があるのかということを考えれば、そこまでやる

必要はなく、現時点での事務局の提案が合理的だと思います。もっと実態に即してといいな

がら、過去何年かの平均をとるという、理論的に根拠の乏しい変なやり方をするくらいなら、

本来はそうすべきと思います。 

 金利に関しても、この委員会の試算の第一義的な目的は何なのかを考える必要がある。資

料にはその点でちゃんと明記して、いろんな金利が使われているということが書かれてい

るわけですが、ある種の社会的なコストに関して、社会的に見て望ましい電源構成はどうな

のかということが、まず第一義にこのワーキングの目的。事業採算性、その程度の価格で売

れればコストがこれだけだからこれで回収できますという、そういう類のこと、投資の事業

採算性の判断のために費用を予想するというのが第一義の目的ではなく、ある意味で社会

的なコストで考えているのだと思います。そうだとすると、今回提案された３％は、かなり

合理的な値になっていると思います。 

 以上です。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。よろしゅうございますか。 
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 それでは、私からも少しだけ発言させていただきますが、私も今回事務局の整理は賛成で

ございますので、とりわけ特段、何か意見があるわけではございませんが、割引率の点だけ

申し上げておくと、ここも適切な整理だというふうに考えています。ただ、実際にどういう

投資をするかというところに関しては、一般的にはどなたかほかの委員もおっしゃいまし

たけれど、一般的な投資判断としては割引率３％というのは非常に低い形でございますの

で、ここではコストをしっかり検証するという面で、ベースのところを見せるということだ

と思っていますので、そういう使い方での３％だという理解をしておく必要があるかなと

いうふうに思いました。 

 とりわけ私からはコメント、強い修正意見等はあるわけではございません。今回の整理は

適切だと思っています。 

 それではほか、委員の皆様、よろしゅうございますか。 

 それでは、ここまで幾つかコメントをいただきましたので、大きな反対はなかったという

ふうに思いますが、事務局からこれまでのコメント等に対して、ご回答ございましたらお願

いしたいと思います。 

○植田需要政策室長 

 ありがとうございます。事務局からでございます。まず、幾つかいただいている点につい

ては、表現ぶりを工夫したいと思っております。特に、高村委員からいただきました統合コ

ストの表現ぶり、たくさんの委員からいただきました建設期間の考え方について、どういっ

た表現にできるのか、標準的なシナリオとしてどこまでできるのか、関係部署とも確認いた

しまして、示していきたいと思っております。 

 また、2035 年を対象年度とするＮＤＣの作り方でございますけれども、まさに高村委員

も務められております環境省の審議会の方との関係もございますので、こちらも環境省と

も話して、どういった考え方で作っていくのかという点は確認したいと思っております。 

 その上で、対象電源については、各電源のところで改めてということかと理解しておりま

す。割引率も、こちらもあくまで参考的な数値として設定しているものであるということを、

もう少し表現ぶり、どういうふうにできるのかというところを工夫できる限りしてみたい

かと思っております。 

 あと、物価レートでございますけれども、基本的には 2023 年ベースで今回はご議論いた

だきたいと思っております。考え方としては、前回やった 2020 年ベースで改めてというこ

ともあり得るかとは思っておりますけれども、この間のインフレは近年と比べますと高く

なっておりますけれども、基本的には限定的なものだと思っております。次回以降やってい

ただく際には、もしかすると今後のインフレ状況を見て、改めて今回ベースに直した方がい

いかもしれないという議論はあるかもしれないなとは思っております。ただ、現時点ではそ

れほど大きなずれが 2020 年と 2023 年で生じるということもないかとは思っておりまして、

基本的には 2023 年ベースでと事務局では考えてございます。 

 その上で、為替レートでございますけれども、為替レートももう少しほかのシナリオもと
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いうことでご意見いただいたと認識しておりまして、こちらもあくまで 2023 年の平均値を

まずは計算した上で、その上でツール提供を同様にしていくということを考えております。

ちょっとこれから為替レート、日々動いておりますので、どうなるかというところもありま

すけれども、もしこの検証が終わるまでに何らか大きな変更が生じた際には、そういった示

し方も、例えば感度分析とか参考値とかという形で示していければなと思っております。 

 その上で、各電源の設備費に与える影響でございますけれども、これまさに各電源の中で

の議論だと考えておりまして、今後の議論の中で判断いただければなと考えてございます。 

 事務局からは、指摘いただいた点、以上かなと思っていますので、よろしくお願いいたし

ます。 

○秋元座長 

 ありがとうございました 2023 年価格として示すということだと思っています。ほか、今

のご回答も踏まえて、追加でご質問等ございますでしょうか。 

 よろしゅうございますか。それでは、今回事務局お示しの資料のとおりで進めたいと思い

ますし、今ご回答いただきましたので、そこに関しては対応いただければというふうに思い

ます。 

 それでは、一つ目の議題は以上とさせていただきます。 

 次の議題に入りたいと思います。事務局から資料２及び資料３のご説明をお願いいたし

ます。 

○植田需要政策室長 

 それでは続きまして、事務局から資料２、資料３について、まとめてご説明させていただ

きたいと考えております。 

 まず、資料２でございますけれども、再生可能エネルギーの各論という形で用意させてい

ただいております。 

 右下２ページでございます。こちらは目次になっておりまして、まず再生可能エネルギー、

基本的にはＦＩＴ制度で支えられているという電源だと考えておりまして、その共通点が

かなりあるものと考えておりますので、まず総論を設けさせていただいております。その後、

太陽光、風力、その他電源という形で、中小水力でございますとか地熱など、その他の電源

についても資料を構成しているという形になっております。 

 右下３ページ目をお願いいたします。まず、基本的な考え方でございますけれども、再生

可能エネルギーにつきましては、このＦＩＴ制度の中で実際の発電所のデータを定期報告

等で得られておりますので、この定期報告のデータを基本的には使用するというのが一つ

目でございます。その一方で、例外としてデータが少ないなど事情がある場合には、調達価

格の算定時に使われた想定値を使ってみてはどうかというのがこちらの大きな項目でござ

います。 

 その次の項目、右下４ページでございますけれども、その上で、費用低減の考え方でござ

います。太陽光・風力につきましては、こちらは前回の検証と同様でございますけれども、
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価格が年々低下してきているという特徴を持っておりますのと、将来においても各種国際

機関等でも価格低下がさらに見込まれるということになってございます。ですので、そうい

った効果を加味して設定してみてはどうかというのがこちらの部分でございます。その上

で、中小水力・地熱・バイオマス等、その他の電源でございますけれども、こちら導入量が

それほど伸びていないということもございますけれども、なかなか現時点で申し上げます

と、なかなかコスト低減の効果が見られていないという状況が、2021 年の検証時と同様に

続いているという形になっております。そのために基本的には足元のモデルプラントと同

じ諸元を用いて、将来のモデルプラントの諸元を設定してはどうかというふうに考えてご

ざいます。 

 その上で、次、右下５ページでございます。稼働年数については、前回の検証時において、

特に太陽光等におきまして、このＦＩＴの調達期間と稼働年数の間に差が生じてきている

ということもございまして、稼働年数を調達期間と別に設定いただいたという形になって

ございます。こちらの整理について維持してはどうかというのがこの部分でございます。 

 右下６ページは、この稼働年数の議論と表裏一体でございますけれども、ＩＲＲ相当経費、

ＦＩＴ制度の中で認めておりますので、この費用を稼働年数を延ばす際には伸ばした形で

設定してはどうかというのが右下６ページ目でございます。 

 その前提の上で、各電源の各論に入っていきたいと思っております。右下 12 ページ目以

降は、太陽光になっております。まず、太陽光でございますけれども、モデルプラントの規

模につきまして書かせていただいております。住宅用については５ｋＷを維持してはどう

か。事業用については、これも前回と同様に 250ｋＷを採用した上で、もう少し小さな電源

についても参考として検証を、数字をデータ提示してはどうかということを書かせていた

だいてございます。その上で、稼働年数でございますけれども、前回 20 年、25 年、30 年の

３ケースやっていただいたという前提の上ででございますけれども、事業用の太陽光につ

きましては、調達価格算定委等におきましても、想定が 20 年から 25 年に変更されている

ということもございまして、20 年のケースは今回外して、25 年、30 年の２ケースでやって

みてはどうか。ただ、住宅用太陽光については３ケース維持してはどうか、というのがこち

らでございます。 

 13 ページでございますけれども、太陽光におきまして定期報告の中央値、たくさんデー

タがございますのでこちらを用いてはどうかというのが 13 ページのところでございます。 

 15 ページが建設費の部分でございます。太陽光におきまして、ここも前回の検証と同様

でございますけれども、建設費を設備費と工事費とに分けて検証いただいているという形

になっております。まず設備費でございますけれども、コストが世界的にも相当下がってき

ているということと、今後の低下が各種国際機関のシナリオでも維持されているというこ

ともございまして、習熟曲線を通じて試算してみてはどうかという形になっております。そ

の際に、ＩＥＡのシナリオを使いまして、こちらも前回と同様の成果と思っておりますけれ

ども、一定の価格差が内外で残るというパターンと、参考値として内外価格差が完全になく
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なるほど設備費が下がるというケースを想定してみてはどうかというのがこちらの 15 ペー

ジでございます。 

 16 ページでございます。その中でさらに内訳を作る議論でございますけれども、特にパ

ネルの費用について、太陽光モジュールのコストが累積生産量が倍増するごとに 23％低下

してきているというのが、一つの国際機関の試算になっております。これを標準的な考え方

をもとにして、設備費について累積生産量が倍増するごとに 20％低下するということを一

つの標準的なケースとして想定してはどうかというのが大きなところでございます。その

上で、それ以外のパターンとして、太陽光モジュールについては、もっと直近でいうと下が

ってきているという議論もございまして、参考値として、もっと下がるパターンについても、

先ほどの２パターンの内訳としてさらに作ってみてはどうかというのが 16 ページでござい

ます。 

 その上で、具体的な計算を、その前提で当てはめてみたというのが 17 ページの部分でご

ざいます。これはＷＥＯの 2023、最新のレポートに基づいてやっておりますけれども、恐

らくこのコスト検証をやっている間に、次の 2024 も出ることが想定されますので、その場

合には数字差し替えたいと考えておりますけれども、先ほどの議論を反映するとこのよう

な数字になりますというのが 17 ページでございます。 

 それで、18 ページが設備費のもう一つの項目である工事費の部分でございます。工事費

につきましては、左下が実績になってございます。実績を見ていただきますと、大きな流れ

としては、おおむね右肩下がり、もしくは横ばいになっているかと認識しております。一方

で、特にこの数年でございますけれども 10ｋＷもしくは 50ｋＷを下回るようなサイズの太

陽光につきましては、徐々にちょっと工事費が上がってきているという傾向も同時に見ら

れるところだと思っております。一方で、恐らくこの背景にあるのは右の部分でございます

けれども、この労務単価がやはり建設費の大きな部分を占めますので、こちらがかなり上が

ってきているというところが一つの背景かと認識しております。 

 事務局の案といたしましては、結構、一部のサイズについては上がってきている部分があ

るということもあるんですけれども、ただ、労務費の部分を見ていただけますと、結構労務

費自体は、震災以後ずっと上がってきているということもございまして、こうした中でも全

体としては工事費自体は右下下がり、もしくは横ばいを維持してきているということもご

ざいますので、そうした点も踏まえまして、工事費については、まずの想定は、足元のコス

トから変化せず一定としてはどうかというのが事務局案として提示させていただいている

ものになってございます。 

 19 ページ以降がその他の費用について書かせていただいております。基本的には前回の

想定を維持したいということでございますけれども、太陽光につきましては１万円／ｋＷ、

住宅用建設費の５％程度を廃棄費用として積んでみてはどうかということで、運転維持費

については一定として試算してみてはどうかと、設備利用率も同様としてはどうかという

のが、将来予測について設定してはどうかというのが 19 ページでございます。 
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 あと 22 ページでございますけれども、太陽光のＩＲＲ相当経費につきましても、調達価

格のものにそろえてみてはどうかというのが 22 ページでございます。 

 それで、23 ページ以降が風力になっております。風力について２パートに分けさせてい

ただいておりまして、陸上風力とあと洋上風力の中の着床式について、今回資料を作らせて

いただいております。 

 まず陸上風力でございます。サイズでございますけれども、前回同様に３万ｋＷとしては

どうかという点でございます。その上で小規模な施設についてはなかなか価格のばらつき

もございますので、サンプルを取るときにはある程度一定以上の、7,500ｋＷ以上の設備の

定期報告の内容をもとに考えてみてはどうかというのが２点目でございます。３点目、稼働

年数については前回同様 20 年、25 年に置いてみてはどうかというのがこの 24 ページにな

ってございます。 

 コスト低減について国際機関の見通しを参考にしてはどうかというのが 27 ページ、一つ

目でございます。二つ目でございますけれども、前回建設費については、ＩＲＥＮＡの 2019

年のレポートを参照いただきましたけれども、ちょっとこれが時期的にも古くなってきて

いるということもございまして、今回はＩＥＡの「Ｗｏｒｌｄ Ｅｎｅｒｇｙ Ｏｕｔｌｏｏ

ｋ」を使ってみてはどうかというのがこちらの部分でございます。廃棄費用については、前

回の想定を維持してみてはどうかということでございます。 

 その上で、28 ページでございます。運転維持費、設備利用率でございますけれども、各

種国際機関のレポートとかも踏まえますと、これから改善していくと、効率化をさらにして

いくということも考えるわけでございます。ただ一方で、足元の価格なんかを見ていると、

陸上風力について、運転維持費につきましても、設備利用率につきましても、大きく効率化

していくという姿がなかなか見えてこない部分もございまして、まず基本的な想定として

は、将来のモデルプラントについても、足元の数字が維持されるということをベースシナリ

オとした上で、ただ、低減していくということも十分考えられますので、低減するケースに

ついても参考値としてお示しするという形でどうかというのがこの部分でございます。あ

と、ＩＲＲについては、こちらも調達価格の数字を使ってみてはどうかというところでござ

います。 

 具体的に、建設費の低減でございますけれども、右下 31 ページがＩＥＡの数字の紹介に

なっております。これ、シナリオにもよっても違うんですけれども、ＳＴＥＰＳシナリオで

すと７％ぐらい低減するというのが出ておりますので、この数字を使ってみてはどうかと

いうのが 31 ページのところでございます。 

 32 ページは、先ほど運転維持費と設備利用率について、ベースは横置きでという形で紹

介させていただきましたけれども、その参考として、国際機関の予測どおりに下がる場合と

いうことを計算するに当たって、こちらもＩＥＡの「Ｗｏｒｌｄ Ｅｎｅｒｇｙ Ｏｕｔｌｏ

ｏｋ」を使ってはどうかというのが 32 ページのところでございます。 

 33 ページからが着床式洋上風力の資料になっております。着床式洋上風力につきまして
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は、モデルプラントの規模について前回同様 35 万ｋＷとしてはどうかというのが一つ目で

ございます。あと、発電コストの考え方について、着床式の調達価格・基準価格における想

定値を使ってみてはどうかというのが二つ目のところでございます。三つ目でございます

けれども、こちら稼働年数についても、前回同様に 20 年、25 年で考えてみてはどうかとい

うことでございます。 

 34 ページでございますけれども、前回の検証においては第１ラウンド公募時の数字を使

っていただきましたけれども、今回については第３ラウンドの公募における設定された想

定値をベースにしてみてはどうかというのが 34 ページでございます。 

 建設費につきましてですけれども、35 ページでございます。こちらも先ほどの陸上風力

と同様でございますけれども、低減率についてはＩＥＡの「Ｗｏｒｌｄ Ｅｎｅｒｇｙ Ｏｕ

ｔｌｏｏｋ」を使ってみてはどうかというのがこちらの部分でございます。その上で、廃棄

費用については建設費の低減に連動する形にしてはどうかという点。あと運転維持費と設

備利用率につきましては、陸上風力と逆に考えておりまして、ちょっと今後、着床式洋上風

力も日本でもどんどん導入が進むと思っておりまして、そこに応じて一定の効率化がなさ

れていくんではないかというのがベースシナリオではないかなと思っております。そのた

め、基本的にはむしろ国際機関の予測どおりに、こちらのほうは効率化していくというほう

をベースシナリオにいたしまして、ただ一方で、労務費の上昇とか、思うように効率化しな

いということも、当然想定されますので、横置きということも参考値として、こちらベース

シナリオと参考値を陸上風力とは逆にする形で設定してみてはどうかというのがこの 36 ペ

ージの部分でございます。 

 具体的に、まず建設費でございますけれども、どのように低減する絵姿を置くのかという

のが 37 ページでございます。こちらＩＥＡの最新のレポートで 12.2％から 15.2％いう形

で設定されておりまして、この数字を使ってみてはどうかというのが 37 ページでございま

す。 

 38 ページでございますけれども、むしろこちらは効率化することをベースで考えており

ますけれども、運転維持費と設備利用率についてもＩＥＡの「Ｗｏｒｌｄ Ｅｎｅｒｇｙ Ｏ

ｕｔｌｏｏｋ」をもとに効率化の係数をつくってみてはどうかということがこちらの部分

でございます。 

 その上で、39 ページ以降、その他の電源についても紹介させていただいております。中

小水力、地熱、バイオマスと紹介させていただいております。基本的には考え方としては、

冒頭申し上げたとおりでございますけれども、基本的には導入が低調であるという部分も

踏まえまして、なかなかコスト低減が見られていないというのが共通の課題だと認識して

おります。将来の試算におきましては、もちろん足元の数字に置き換えた上で、基本的には

将来予測をする際には、横置きをベースに考えてみてはどうかということでございます。そ

の他の要件については、前回の検証時の条件にそろえてみてはどうかというのが大きな考

え方でございます。 
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 その上で、44 ページが今回、再生可能エネルギーの各論という形で紹介させていただき

ましたけれども、その上で今後期待される技術としてペロブスカイト、あと期待される様態

として浮体式洋上風力があるかと思っております。こちらについては、45 ページに最新の

状況を掲載させていただいておりますけれども、ペロブスカイトにつきましては、５月から

官民協議会ということの中で、ＬＣＯＥではないんですけれども、中長期的なコスト目標の

作成を行うこととしております。その中で議論が進んでいるということと、浮体式洋上風力

につきましては、今ＮＥＤＯのほうで費用の検証の調査が進んでいるということがござい

まして、まずはこの数字が出てくるのを待ちまして、その数字を踏まえて改めてどう扱うか

というのを次回以降、別の会で扱ってみてはどうかというのが 44 ページの部分でございま

す。最終的には、ちょっとＬＣＯＥまでになるかどうかというのはまだ予断を許さないとこ

ろでございますけれども、最終的には何らか、参考という形なのか収益という形なのか、バ

リエーションはあるかと思っておりますけれども、何らか数字自体は議論いただきたいな

と思っております。それが資料２でございます。 

 続きまして、資料３についても簡単にだけご説明したいと思っております。資料３、コー

ジェネレーションでございます。右下２ページ目がコージェネレーションの全体の論点で

ございます。 

 こちら 2021 年度に同様の論点になっておりますけれども、まず熱価値をどう扱うのか、

燃料による差異をどう考えるのか、燃料費の扱いについてどう考えるのかというのが大き

な論点かと思っております。 

 まず、熱価値でございますけれども、右下３ページでございます。こちらはこれまでの検

証におきましては、コジェネのＬＣＯＥを出していただいた上で、その熱分の価値を差し引

くという形で矢印で示していただいて、最後差し引くという形でお示しいただいておりま

す。基本的には、これまでの比較の観点もございますので、同じ考え方でどうかというのが

こちらの部分でございます。 

 次、右下４ページでございますけれども、コジェネの中に天然ガスのコジェネと石油のコ

ジェネと分かれております。さらに、燃料電池という家庭用の違う様態もございまして、そ

の中で特徴もサイズも燃料も違うということで、基本的にはこれまで別々に扱ってきたと

いう形になっております。基本的には今回も別々の整理で引き続きやってみてはどうかと

いことでございます。 

 さらに、右下５ページでございますけれども、数字も大分変わってきている部分もござい

ますので、その最新の数字を実態を踏まえてやってみてはどうかというところでございま

す。あと、コジェネにつきましては、この５ページ目の注のところでございますけれども、

最近調整力としての活用にも大分運用が変わってきておりまして、そうした点も、示す際に

は改めて書かせていただいた上で数字をお示ししたいという点がこちらの部分でございま

す。 

 ７、８ページですけれども、ガスコジェネ、燃料電池につきましても、今後さらに効率化
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されるということも技術的に期待できますので、そうした効率化のところも将来的な部分

として見込ませていただきたいというのがもう一つの点でございます。 

 それで、右下６ページ目が最後の燃料費の扱いでございます。コジェネについては、これ

まで前回の研修におきましても、二つ、価格燃料費、出していただいております。一つはほ

かの発電所等と競争条件をそろえるためにＣＩＦ価格と諸経費を、仮に燃料費として入れ

てみるとどのような価格になるかということを一つやらせていただいております。その上

で、実際にはガスであれば都市ガスの末端の料金で使っているわけでございますので、末端

の料金と２種類計算いただいているというのが過去の検証までの経緯でございます。今回

の検証におきましても、基本的には同じ考え方でやっていただきたいと考えております。 

 ただ、この都市ガス料金のほうでございますけれども、昨年に関して言いますと、激変緩

和の値引支援が入っておりますので、こちらの分は差し引いた上で計算させていただいた

方が、過去の検証等との、あと 2040 年と比較という観点でも効果的かなと考えております。

こちらの燃料費については、激変価格前の数字を計算した上で使わせていただきたいとい

うのがこちらの資料になっております。 

 長くなりましたけれども、事務局から資料２、資料３の紹介は以上でございます。 

○秋元座長 

 ご説明ありがとうございました。以上、資料２、３で、資料２が再エネということで、資

料３がコジェネ・燃料電池ということでしたけれども、この内容について各委員からご発言

をお願いしたいと思います。先ほどと同様に、ご発言を希望の方はＴｅａｍｓのチャット機

能にてご発言希望の旨をお知らせいただければと思います。なお、時間の関係もございます

ので、ご発言につきましては１人５分程度をめどとさせていただきたいと思いますので、５

分経過時点で、経過している部分をコメント欄に掲載するということにさせていただけれ

ばと思います。 

 それでは、松尾委員、早速お手が挙がっておりましたので、よろしくお願いいたします。 

○松尾委員 

 ありがとうございます。５分かからないと思いますけれども、何点か。 

 基本的な考え方として、前回にて踏襲するということで異存ないところだというふうに

考えています。ちょっと、先ほど増井委員からご発言があったかと思うんですが、為替です

よね。それでこれが、特に太陽光だと思うんですが、ＰＶのモジュールを輸入していますの

で、円安になることによって若干、円ベースで上がっているというようなことが、多分実際

に影響があるというふうに思っていまして、それをどう考えるかというのは非常に難しい

ところなんですが、取りあえず今回それを考えないで円ベースでやる。本来であれば、多分

ドルなのかウォンなのか分かりませんが、それベースで考えて、世界累計の製造量で習熟で

ドルベースで考えた上で、それを為替レートに乗せるのが、本来正しいというふうに私は思

うんですけれども、ただ、それを太陽光だけやり出すと、ほかのものはどうなんだという話

にもなりますし、切りがないので、取りあえず今回はこれでいいんじゃないかというふうに
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は思っています。 

 ただ、今後継続的に、次回とか、その次とかを考えていく上で、もしかしたら重要な論点

になるかもしれないので、若干そういう点があるということは認識しておいてもいいので

はないかというのが１点目です。 

 それから、資料２の 16 ページ目を見せていただけると。こちらもおおむね異存ないんで

すけれども、やっぱり 42％はかなり高いなと、率直な意見としてありますけれども、あく

までも参考ということで、いいのではないか。それから、ベースでは 20％、これは違和感

ないところかなというふうに考えています。23％であるところを、ほかのものも考えても、

低めのものもあるので、20％ということでいいのかなというふうに思います。これ厳密にい

えば、例えばモジュールであれば世界の累計の生産量で習熟するんですが、例えば国内で行

う架台とかそういったもの、モジュール以外の設備費は、多分国内の累計の導入量に依存し

て習熟するところもあるというふうに思っていまして、本来はそこを分けてやるべきなん

ですけれども、多分今回はそこまでできないと思うので、ザクッと 20％でいいのではない

かというふうに思うところです。 

 それから、18 ページ目のところで、これもちょっとやはり議論があり得るところかと、

まさにご指摘あったとおりかと思うんですが、これは上がる要因と下がる要因と両方ある

ので、取りあえず横置きという事務局の案でよいのではないかというふうに思います。 

 風力のほうなんですけれども、29 ページ目の陸上風力のところにありますが、足元でコ

ストが下がっているというふうにありますけれども、これは調達価格等算定委員会の資料

なんかを見ますと、あそこの中には 2012 年から 2023 年ぐらいまでのデータが示されてい

て、多分長期で見ると下がっていないというのが実態としてあるんじゃないかなというふ

うに思っています。2021 年が上がっていて、そこから下がっているんですが、長期で見る

とあまり下がっていないというところが、陸上風力はやっぱりあって、それはどうなんだと

いう話にはなるかと思うんですが、ただ今後陸上風力が下がらないというのはおかしいし、

下がってほしいし、下がるべきなので、それなりに今後下がっていくという想定は必要かな

というふうに思いますけれども、ただ実態として、長期に見るとなかなか日本では下がって

いないということが、調達価格等算定委員会のデータからもよく見えますので、そこは１点、

認識が必要かなというふうに思うところです。ただ、下がっていくという想定でよいのでは

ないかということ。 

 それから 31 ページ目にいっていただきたいんですが、こちらの二つ目の段落でＩＥＡの

Ｗｏｒｌｄ Ｅｎｅｒｇｙ Ｏｕｔｌｏｏｋのデータを参照し、当該データ中の 2023 年、2040

年、2050 年の資本費から、2023 年及び 2040 年のコストを線形近似により算出した、と書い

てありますが。これはちょっと日本語がなかなか分かりにくかったのでデータを見てみた

んですが、多分正確には、元のデータは 2022 年と 2030 年、50 年のデータがあって、そこ

から線形補間をしていると思います。多分、このスライドとそれ以降の幾つかのスライドで

記述に混乱があると思いますので、ちょっと見直していただいて、正確に書いていただきた
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いというふうに思っています。多分、線形近似というか、線形補間という言い方のほうが分

かりやすいかと思いますが、いずれにせよ 2023 年、2040 年のデータを、22 年、30 年、50

年から線形補間によって評価したということかなというふうに思いますので、ちょっとご

確認ください。 

 取りあえず私からは以上です。ありがとうございます。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。それでは、続きまして荻本委員、よろしくお願いいたします。 

○荻本委員 

 数点ですが、まず太陽光発電で、先ほど松尾委員からも一瞬ありましたけれども、世界の

累積値でよいのかというようなところが気になるところです。特に住宅の場合の累積生産

量というのは、日本特有の条件を反映することが何かできないだろうかというふうに考え

ます。さらに言うと、住宅の設備費は高い値になってしまっているんですが、実際には既築

と新築では大きく取組みようが違うんだろうと思います。21 年の議論でどういう議論が既

築、新築にあったか、すみません、私ちゃんと記憶がないんですけれども、ある程度限られ

た数の新築と多数の既築への導入というのは、世の中への情報提供という意味でも二つを

分けることに大きな意義があると思いますが、そういうところを分けて示してはどうかと

いうところでございます。 

 それから風力ですが、運転時期に関してなんですけれども、海外は導入規模が十分大きく

て、それからまた低下するというようなところが示されていると。日本は運転維持費は結構

外国に支払っている量が多いということがありつつも、日本はこれからある程度の可能性

があるというところだと思います。ということで、運転維持費について、何らか今回大きな

差が出るというところまでは期待できないと思うんですが、ここを少し処理を高度化する

というようなところを検討いただけないかということでございます。 

 最後ですけれども、地熱です。地熱は本当にプラントの設備費なのかというところで、数

がたくさん出ないということなので、恐らく実力が出ていないような気もいたします。もし

かすると 2040 年になってもその状況は変わらないということもあり得ますし、でも、少し

状況が変わって設備が少し出るようになったと、規模が大きくなったというような可能性

があるような気がいたします。地熱に関しては、なかなか難しいプラントですけれども、可

能性も大きいということで、何らかポジティブなケースを設定することができないでしょ

うかというご相談でございます。 

 最後、コジェネについては先ほど事務局から柔軟な運用、調整力のことに関しても整理い

ただけるということでしたので、その方向で進めていただきたいと思います。 

 以上です。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。それでは、続きまして岩船委員、よろしくお願いいたします。 

○岩船委員 
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 基本的に大きな方向に異存はないんですけれども、２点申し上げたいと思います。 

 まず、再エネのほうなんですけれども、最近の海外で試算されているＬＣＯＥの試算等を

見ますと、やっぱり単に発電設備だけでなくて、発電設備にバッテリーを備えつけた場合の

ＬＣＯＥも計算されて示されていることが多いように思います。前回もたしかこのお話、し

たと思うんですけれども、2040 年ということであれば、やはりそれも想定に入れなくてい

いのかという気はします。海外との比較も可能になりますし、もちろん別途、統合コストを

試算するということに今なっているので、それとの整合性の説明というものも必要にはな

ると思うんですけれども、発電設備側で電池を設置することと、系統側で調整することと、

ある意味比較もできますので、もし可能であれば検討していただけないかと思いました。 

 ２点目はコジェネのほうで、コジェネの設備利用率をどう考えるかというのが一つあり

かなと思っております。もちろん熱主運転なので、最近の実績値に基づくということもある

と思うんですけれども、2040 年ということになれば、再エネ、ＰＶが特にたくさん入って

きますので、今後の全体の電源ミックスを考えますと、やはりＰＶが余るような時間帯には、

コジェネも設備利用率を下げるようなことを要求されていく気がします。そういう設備利

用率の低下ということも考慮しなくていいのだろうかというのは気になっております。 

 以上です。よろしくお願いします。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。続きまして増井委員、どうぞご発言ください。 

○増井委員 

 まず、太陽光、風力のほうなんですけれども、最後にありましたペロブスカイト、浮体式

洋上風力、こちらはまだ情報が十分ではないということ、それらが今後出てきたときに追加

で情報提供していただくということなんですけれども、どういう形で同じような項目、特に

稼働率がどうだとか、そういういろんな項目がそろえられるのか。そろえられないのであれ

ば、それがきちんと分かるような形で示しておく必要があるだろうと思っています。 

 あと労務管理の費用が上がっているということに対して設備費の一部、建設費の一部は

横置きというところで、この辺はひょっとしたらその工事期間との関係、前半のほうでも議

論がありましたけれども、工事期間との関係といったところも大きく影響しているのかな

と思いますので、松村委員のほうからありましたけれども、標準的にどれぐらいリードタイ

ムがかかるのかといったこともあれば、より明確、その信頼性というのが増すのではないか

なと思いました。そういう意味で、単に全体的に費用がどうなっていくのかという、そうい

う見通しというのも重要ではあるんですけれども、できるだけ要素を分けて、それぞれの要

素がどういう要因で変化していくのかといったところも、何らかの示唆があるといいので

はないかなと思いました。 

 最後、コジェネのところなんですけれども、今、岩船委員のご指摘もありましたけれども、

稼働率がどう変わっていくのかというところ辺りは非常に重要かなと思いますし、また熱

の利用というのが、大規模なものと家庭用のコジェネというのは、結構違うんじゃないかな
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と思いますので、その辺りの実際に熱をどれぐらい利用しているのかという、そういう付加

的な情報というのも、どういう前提で計算されたのかというところも併せて示しておく必

要があるのではないかなと思います。 

 以上になります。ありがとうございました。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。それでは原田委員、よろしくお願い

いたします。 

○原田委員 

 私も二つの資料を通して、大きな方向性については違和感ございません。何点か留意して

おきたいなという点を申し上げます。 

 まず、再エネのほうの太陽光のところ、５ページ、６ページに稼働年数の考え方について、

ＦＩＴ期間に縛られないというお話がございましたが、これについて全く適切だと思いま

す。実態的にも、今の投資計画を我々が見ていますと、ポストＦＩＴからのキャッシュフロ

ーをしっかり見越して投資を行われており、そのために全体の価格が下がっているという、

価格というかＬＣＯＥが下がっている実態がありますので、実態を反映したものかなとい

うふうに思います。 

 それから、再エネのほうの建設費は何人かの委員もご指摘で、ただいま増井委員のご指摘

にもあったように、どうやってそこの算定をしたかという根拠をしっかり細かく示してい

くことが必要かなと思います。太陽光や風力について、建設については、もう平地で工事を

しやすい場所というのは、現状どんどん少なくなっていまして、これまでと同様な建設費は

コスト的にもなかなか難しい。また、労務費もいろんな、人手不足等も考えれば、労務費が

下がっていくような要因はなかなかないので、そういう意味で横置きというのは適当なん

ですけれども、そういう根拠、どういう考え方かというのを示すというのは必要かと思いま

す。 

 それから、松尾先生がご指摘になりましたモジュールの為替の件なんですけれども、これ

風力についても、タービンがほぼユーロで輸入するということは非常に多いですし、その他

のその後の運転のところのいろんな費用についても、結構ユーロ建が多くなっていますの

で、そういう点ではこの点も留意しておく必要があるかと思います。組み込むのは非常に難

しいんですけれども、為替の影響はかなりあるんだろうなというふうに思います。 

 それから、コストの削減のところ、ちょっとこれ以外に算定のしようはなかなかないなと

思う反面、例えば洋上風力についてですけれども、これまでのコスト削減の主たる要因は、

タービンがどんどん大型化していくということですが、今、ラウンド３においては、１基 15

ＭＷというのがタービンの標準になっていまして、これが今後、技術的にどれだけ大型化で

きるのかというのは、タービンメーカーのほうでもかなり、タービンのこれ以上の大型化は

慎重になっているというところです。日本は特にこれから洋上については、離岸距離がどん

どん遠いところに立地をすることになると、陸上までの送電線だったり、作業船がそもそも
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出港できるかというようなことがどんどん困難になっていくので、建設コストは上がると

いうふうに見ている人が、多分大勢だと思います。ですので、下がるというのは、これは非

常に理想的ではあるものの、実態とはあまりマッチしていないというのが、正直、印象なと

ころでございます。 

 それから、新しい電源について、ペロブスカイトや浮体式洋上などの新しい技術について

別途議論いただくというのは、本当にすばらしい、ありがたいことだと思っています。ただ、

ちょっと留意していただきたいのは、例えば浮体の場合なんですけれども、今の洋上のウイ

ンドファーム 350ＭＷが筆頭の規模で、モデルプラントですけれども、既に 350 というのは

かなり、今となっては小さいなというのが現状です。浮体の場合はより離岸距離が離れます

ので、恐らく１ＧＷ以上になるというのが想定されていますので、その点は何らか留意が必

要かなと思います。 

 最後にコジェネなんですけれども、今、水素の混焼をしたり、専焼のコジェネも開発が進

んでいますので、ちょっと何らかこれも新しい技術として言及していただいてもいいのか

なというふうに思います。 

 以上でございます。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。それでは松村委員、よろしくお願いします。 

○松村委員 

 まず、再エネに関して事務局の整理、全て合理的だと思いますので、このとおりやってい

ただければと思います。いろいろな点で懸念があるとか、注視が必要だということを丁寧に

説明していただいたと思います。今いうのは早過ぎますが、最終的な報告書の段階でも、こ

ういう考えで一旦こうしたけれど、この点については今後も注視しなければいけないとか

ということが適切に伝わるように書いていただければと思いました。 

 次に、コジェネについて質問なのですが、都市ガス燃料のコジェネの燃料のコストに関し

ては、今般、高度化法が改正されることになるというか、都市ガスについてはそうなって、

ｅ－ｍｅｔｈａｎｅの導入が始まると思うのですが、この整理をどうするのかうまく追え

なかったので、もう一度説明をしていただければと思いました。 

 以上です。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。それでは、続きまして高村委員、ご発言ください。 

○高村委員 

 私からは大きく二つ、申し上げたいと思います。資料の２についてです。 

 一つは、スライドの６のところにありますＩＲＲ相当政策経費と、これは具体的には特に

太陽光、陸上風力、洋上風力でスライド 22 の太陽光、スライド 28 の陸上風力、スライド 26

の洋上風力のＩＲＲ相当政策経費の考え方について関わるところです。恐らく 2021 年から

の大きな変化だと思うのは、事業用太陽光それから風力に関しては、基本的には固定価格で
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の買取から、むしろそれが限定的になってＦＩＰそれから入札制度が主流になっていると

理解をしています。今申し上げましたように、これは電源でいえば太陽光、陸上風力、洋上

風力にもだと思います。事業用の太陽光と陸上風力、洋上風力ですけれども、このＦＩＰ、

特に入札が主流になっているものについて、このＩＲＲ相当の政策経費の考え方というの

は、これでいいのかという点であります。入札の上限価格に当然ＩＲＲを織り込んで設定を

しているわけですけれども、しかしながら足元で見ても、上限価格以下よりも下回る水準で

落札をしているということを見たときに、このままＩＲＲの、この上限価格に織り込んだＩ

ＲＲの水準を、そのままコストに反映させるのでいいのかということであります。これは繰

り返しますけれども、事業用太陽光、陸上風力、洋上風力について考える必要があると思っ

ていまして、これは事務局でご検討いただければと思うんですけれども、例えば入札の、直

近の入札の平均落札価格を見て、そのＩＲＲの水準というのを、いわゆるここでいう政策経

費ですけれども、その水準を見るといったような工夫が、実際のコスト算定には必要なので

はないかということであります。 

 大きく１点目というのはもう一つありまして、このＩＲＲに関わって、将来の見通し、こ

こでいうと 2040 年の見通しにおいて、果たしてこのＩＲＲの水準をそのまま政策経費とし

て事業用太陽光、陸上風力、洋上風力に見込むのが妥当かという点であります。これはもち

ろん政策的な意味合いはあると思いますけれども、こうした高い水準のＩＲＲを 40 年まで

維持をするような買取の制度というものを、多分想定している、想定ができるのかという意

味でもあります。その意味で、このＩＲＲの考え方については、一度ご検討を事務局でいた

だけないかというふうに思っております。 

 それから２点目ですけれども、スライドの 24 のところです。陸上風力のところで、モデ

ルプラント３万ｋＷをモデルプラントの規模とするときに、現在のご提案ですと、定期報告

の参照データの水準を 7,500ｋＷ以上としていただいていると思います。説明、小さく書い

ていただいているんですが、もう少し説明をいただいたほうがいいかもしれないと思いま

すけれども、この間の算定委に上がってきている定期報告のデータを見ても、明らかにやは

り 7,500ｋＷ以上と３万ｋＷ以上で見れば、あるいはさらに大きくなると、規模が大きくな

ると資本費、運転維持費は下がるというのは顕著な傾向としてあるというふうに思ってい

まして、ここで参照データを 7,500ｋＷ以上とするのが、果たして適切かという点です。例

えば、最近運転開始した発電所等々の規模分布を見た上で、もう少しどこで線引きをするか

というのをご検討いただいてもよいのではないかというふうに思っております。 

 以上です。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。よろしゅうございますか。 

 それでは、私からも一言だけ申し上げたいと思いますけれども、全体として私も今回の事

務局の整理に違和感なくて、この方向で進めていただければというふうに思いました。ただ、

原田委員でしたか。おっしゃられたのは、私もそういうふうにちょっと思っていまして、風
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力発電等も、とりわけ今回は着床式の洋上風力と、陸上もそうですけれども、だんだん条件

が悪くなって、設置のところが難しくなって、離岸距離が遠くなっていくというような要素

もありますし、洋上風力においても、これまでは規模の拡大で大きく、規模の拡大というか、

風車の大きさを大型化してきたということによってコストを下げてきましたけれど、だん

だんそこは止まってきているというのは国際的な状況でもあると思いますので、そういう

ところも踏まえながら、将来の見通しを考えていく必要があるかなと思いました。 

 その上で、今回設定いただいているところに関しては、これまでの経緯もございますし、

この方向で進めるということに関しては、取りあえずはいいかなと思いましたが、ちょっと

そういうことは留意する必要があるかと。これは感想でございます。 

 それでは、ご発言希望は以上のようでございますので、事務局からご回答いただければと

いうふうに思います。よろしくお願いします。 

○植田需要政策室長 

 ありがとうございます。事務局でございます。 

 各電源については、各電源の各担当課から返せればと思っております。コジェネの設備利

用率については、こちら全体の考え方の部分でございますけれども、もちろん調整力として

今後どんどん、今も使われておりますし、今後もどんどん使われていくという部分はあるか

と思っております。その上で、あくまで今回の検証においては、ベースシナリオは技術的特

性を主として設定するということでございますので、こちらについては、まずは前回の想定

を維持させていただいた上で、統合コストのところで実際には使われていきますという形

でお示しできないかなと思っております。 

 岩船先生からもありました屋根置き太陽光につきましては、もっと実際に屋根置きする

コストについても考えられないかということで、こちらは蓄電池のコストがどうなるかと

いうところと、あと統合コストとの兼ね合いで出てくるかなと思っております。具体的にど

う示せるのかは、今まだすぐに答えのない状況でございますけれども、何らか屋根太陽光も

重要な取組だと思っておりますので、何らか検証に資するような形で材料は示していきた

いなと思っております。 

 新規に追加する浮体式洋上風力とペロブスカイトでございますけれども、こちらは完全

に横並びで、ほかの電源と比較可能なＬＣＯＥを今すぐ出せるという状況ではないのかな

ということは考えております。ただ、やっぱり注目が集まってきている技術ではございます

ので、横並びになるかどうかというのは最後、どこまでできるかというところがございます

けれども、今回のコスト検証という枠組みの中では、今後出るようなコスト目標でございま

すとか、このＮＥＤＯの研究の結果なども踏まえて、ご議論の材料となるものを提供してい

きたいというものでございます。 

 総論としては、以上でございます。 

 それでは新エネ課、まずお願いできますでしょうか。 

○日暮新エネルギー課長 
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 新エネルギー課長の日暮でございます。 

 植田室長からお答えしたことに、若干補足する形で申し上げたいと思います。太陽光の工

事費にかかるところですね。結論的にはこういうことかもしれないけれども、要因分析など

を、より丁寧に記述していくことも必要ではないかというご指摘でございました。考え方を、

ご指摘も踏まえながら、より丁寧に記述させていただく方向で、検討していきたいと思って

ございます。 

 また、岩船委員から、バッテリーと合わせたコストについても検討していくべきではない

かというご指摘をいただきました。統合コストの議論をこれからまさに行っていくという

ことでありますが、統合コストの議論をよく踏まえて、ご指摘を踏まえて、どういう整理が

できるかということについて検討を進めていきたいと考えてございます。 

 また、同じく太陽光やその他の電源にも一部関係しますが、高村委員からＩＲＲの考え方

そのものについてのご指摘をいただいてございます。確かに足元、ＦＩＰの入札が太陽光で

は主流になってきている中で、このＩＲＲの想定値を下回るような価格での入札の結果と

いうのも出てきてございます。そうした中で、落札価格やＰＰＡ価格の諸元を特定するとい

うことが、なかなか難しいという事情もございますので、上限価格の諸元とＩＲＲを考慮し

たコストを算定した上で、政策経費ありと、無しの、両方のケースのコストを試算しており

ますが、政策経費あり、無しのどちらをメインにすべきかについて、ご指摘踏まえて検討し

てまいりたいと考えてございます。 

 また、風力もそうでしたが、太陽光のパネルについて、為替が非常に大きく効くというこ

とについて、松尾委員ほかからご指摘いただきました。為替全般の取扱いというのは、非常

に悩ましい論点ではございます。各電源の全体の整理の中で、併せて太陽光のパネルについ

ても、どういう取扱いをすべきかと、全体の中で整理を進めていきたいと考えてございます。 

 また、陸上と洋上の着床について、両方とも建設費について、国際水準や、国際的な調査

を踏まえ、下がっていくという見通しを立てて、今回試算をしてございますが、実際、足元

のケースと比較すると、少し肌感覚が違うのではないかということにつきまして、原田委員

や秋元委員ほかご指摘いただいてございます。洋上風力につきましては、まだ第３ラウンド

の結果、12 メガというところから、また 15 メガへとさらなる大型化が進んでおりますし、

新興技術という中で、この電源につきましては、下がっていくということについての想定を

置きながら、松村委員ほか、様々な留意点や、定性的に考えられる事項についても、丁寧に

記述していく形で、下がるという想定を置きながらも、表現ぶりというのは工夫をしていき

たいというふうに考えてございます。 

 また、陸上の風力について、31 ページ目のところで、松尾委員から線形の補足のところ

で、表現に若干の混乱が見られるのではないかというご指摘をいただきました。表現が少し

正確性が十分ではなかった部分が、確かにあったというふうに思います。ご指摘を踏まえて、

誤解ないように、また表現が正確になるように、次回の機会までに表現整理をして、お示し

をしていきたいというふうに考えてございます。 
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 また、ペロブスカイト、浮体式、今後まだ検討の途上ではありますが、ご指摘、増井委員、

原田委員ほかご指摘いただいてございます。いずれにしても、どういう形で分かりやすくＬ

ＣＯＥというところまで、きっちり分析ができるかというところについては、データの制約

もあって難しい面もありますが、分かりやすく丁寧にこのペロブスカイト、浮体式、新しい

電源についてお示しできるように工夫をしていきたいというふうに考えてございます。 

 また、地熱について荻本委員から、何らかポジティブなメッセージを、横置き以上のとこ

ろで何か出せないかというご指摘いただきました。これもなかなかデータが足元そろって

いない中で、数字を持った根拠でもって、どういうお示しができるかということについての

制約はございますが、ご指摘を踏まえながら、また技術動向などにも注視をしながら、表現

ぶりにも工夫をする形でお示しをしていきたいというふうに考えてございます。 

 私からの回答は、以上になります。 

○村上省エネルギー・新エネルギー部政策課長 

 政策課の村上です。よろしくお願いします。 

 先ほどの植田室長からご回答があった部分も含めてですけれども、まず荻本先生からあ

りました柔軟な運用調整力としての整理については、先ほどありましたとおり、統合コスト

の議論の一環として、きちんと整理していこうと考えております。 

 同じく岩船先生からありました設備利用率の件で、2040 年だったらＰＶより下げるべき

じゃないかというところに関しても、こちらも統合コストの中の議論で検討していきたい

と考えております。 

 あと、同じく増井先生からありました稼働率がどう変わっていくのかという話なのです

けれども、熱の利用についても、その熱種なのか電気種なのかというところは、産業用と家

庭用で違うところに関しても、ちょっとその辺の情報もきちんと付加する形で報告書にし

ていきたいと思います。 

 あと原田先生からありました水素の混焼や専焼のコジェネということに関しましても、

最新の技術の動向をちゃんと把握した上で、必要なところは記載をしていこうと考えてお

ります。 

 最後、松村先生からご指摘のありました都市ガスの燃料のコストにつきまして、ｅ－ｍｅ

ｔｈａｎｅが今後、義務化されていくというか、高度化法の目標になっていくということに

関しましては、たしか都市ガスに関しての小委員会のほうで、電ｶﾞ部のほうで、たしか報告

が出てきて、そちらで今後の、要するにコストの配分の仕方みたいところも検討されていた

と理解しておりますので、その辺の情報を踏まえまして、特に 2040 年の都市ガス料金のと

ころに関しては、そちらの結果も踏まえた形で報告書になるようにしたいと考えておりま

す。 

 雑駁ですが、以上です。 

○秋元座長 

 全体、よろしいでしょうか、事務局から。 
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○日暮新エネルギー課長 

 先ほど１点回答漏れがございまして、高村委員から風力のデータの閾値を 7,500 と今取

っているところを、さらに再考してはどうかというご指摘をいただきました。この点、我々、

前回の検証と基本的に大きな変更がないために、引き続き 7,500 という閾値を維持しては

どうかということで今回お示しをしたところでございます。 

 そういう考え方に立っておりますが、ご指摘踏まえて、一応データを再度精査をしたいと

いうふうに考えてございます。 

 以上です。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。よろしいでしょうか、事務局。追加はありませんか。 

 それでは、委員から今のご回答を受けて、追加でご質問、コメント等ございましたら、よ

ろしくお願いします。 

 それでは荻本委員。 

○荻本委員 

 先ほど発言させていただいた住宅着用について、既築に新しく載せる場合と、新築に新し

く載せる場合、これ違うような気がするんですが、そういう設定はできないかということに

ついてはいかがでしょうか。 

○秋元座長 

 日暮課長。 

○日暮新エネルギー課長 

 冒頭、植田室長からご回答したつもりになって、私からすみません、ご回答漏れがありま

した。失礼いたしました。 

 どういう区分が適切かどうかということ、細分化するものと、くくり化することのバラン

スだというふうに考えてございます。全体の電源の中で、どの程度細分化していくのかとい

うことも踏まえながら、ご指摘を踏まえて、新築、既築を分けるべきかどうかを検討したい

と思います。 

 以上です。 

○荻本委員 

 ありがとうございます。ちなみに今のコストは新築なのか、既築なのかというのは。 

○日暮新エネルギー課長 

 今回のデータというのは、住宅用太陽光の今のＦＩＴ制度の定期報告書をもとに作って

おりますので、既築と新築を分けていない形で、データを作っているというものでございま

す。二つ合わせたものになってございます。 

○荻本委員 

 分かりました。ありがとうございました。 

○秋元座長 
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 ほかにいかがでしょうか。岩船委員、よろしくお願いします。 

○岩船委員 

 お答えに関しまして、私が電池の併設もと言ったのは、家庭用のＰＶだけがターゲットで

はなく、事業用の太陽光プラス電池、あとは風力プラス電池というようなもののほうが、ど

ちらかというと主なのではないかなと思いましたので、そこだけ誤解のなきようというこ

とで、ご検討いただきたいと思いました。 

 以上です。 

○秋元座長 

 日暮課長、大丈夫ですか。 

○日暮新エネルギー課長 

 はい、ご指摘承りました。 

○秋元座長 

 ほかにいかがでしょうか。よろしゅうございますか。事務局も大丈夫でしょうか。 

○植田需要政策室長 

 はい、大丈夫だと思います。ありがとうございます。 

 

３．閉会 

 

○秋元座長 

 それでは、ご意見追加ございませんようですので、これで終了したいと思います。 

 本日は長時間にわたりご議論いただきまして、ありがとうございました。次回は火力、原

子力について議論をする予定でございます。具体的な日程につきましては、追って事務局か

らご連絡をいたします。 

 それでは、本日はこれにて閉会といたします。どうもご多忙の中ご参集いただきましてあ

りがとうございました。 

 


